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              タイのフィナンシャル・セクター・マスター・プラン                                                 

                                                                                                         

                                     開発経済調査部 研究員 安部 健一郎           

 1 月 6 日、タイ政府は将来の金融市場の青写真を描いたフィナンシャル・セクター・

マスター・プラン(Financial Sector Master Plan)を発表した。これは、効率的、安定的、

競争的な銀行セクターの形成とともに、中小企業や地方の家計部門といった、これまで

金融サービスへのアクセスが制限されていた利用者の便益を向上させようとするもの

である。 

 現在、同国には多くのファイナンス・カンパニーや中小銀行が存在しているが、同プ

ランによって、国内銀行・ノンバンクについては、保険の引き受け、株式のブローキン

グ、トレーディング、引き受け以外の全ての金融業務を行うことが出来る銀行

(Commercial banks)と、上記の禁止業務に加え外国為替業務、デリバティブ取引が禁止

され、サービス対象が中小企業やリーテイルに限定される銀行(Retail banks)に二分され

ることになる。また、Commercial banks は数、地域に制限されることなく支店を開設す

ることが出来る銀行(Commercial banks with branch permit)と、支店を開設することが出来

ない銀行(Commercial banks without branch permit)に分けられる。この再編により、ファ

イナンス・カンパニーは、Retail bank への移行や銀行との合併を通じて銀行に移行する

ことになり、マスター・プラン後は存続しない。 

 また、現在オフショア業務のみを行う銀行(BIBF､Bangkok International Banking 
Facility)と、商業銀行のライセンスを持つ「支店」形態が存在する外国銀行については、

現地法人形態か支店形態を選択し移行することとになる。何れの形態も、上記の

Commercial banks と同じ業務を行うことが出来るが、支店形態は拠点を一つに限定され

る一方、現地法人形態は、本店に加え支店を四つまで開設することが出来る。 

 このプランは、ファイナンス・カンパニーや BIBF の廃止によって、現在 83 の金融

機関がひしめく銀行セクターの再編を促し、銀行の競争力を強化することを目的として

いる。 97 年の金融危機の反省に基づき、未だ不良債権問題の足枷が外しきれない銀行

セクターを大胆に変革することを意図している点で、評価に値しよう。 

 一方で、当プランの最終的な目的である銀行セクターの強化は、一朝一夕には成し得

ない。再編は、金融機関の淘汰を通じ資本の強化等に資するという点において、銀行セ

クターの競争力向上の要素となるが、その後における金融技術の蓄積やシステム構築に

は、尚時間がかかろう。また、思惑通り銀行再編が進展するとしても、新たに誕生した

銀行の戦略が明確化されない限り、新たな展望は開けない。マスター・プランが実を伴

うものになるためには、個別の銀行の具体的な経営計画と、その実現に向けた取り組み

が何よりも重要である。 
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